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実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に対する評価基準 

 

1. 目的 

実用発電用原子炉施設（以下「原子炉施設」という。）への航空機落下に対

する考慮については、原子力安全委員会が定めた「発電用軽水型原子炉施設に

関する安全設計審査指針（平成２年８月３０日）」の「指針３．外部人為事象

に対する設計上の考慮」第１項において、「想定される外部人為事象」の一つ

として取り上げられている。 

本基準は、原子炉の設置許可（変更許可を含む。）申請に係る安全審査にお

いて、原子炉施設への航空機の落下を「想定される外部人為事象」として設計

上の考慮を必要とするか否かの判断のめやすとする基準値を示すとともに、原

子炉施設へ航空機が落下する可能性（発生確率）を評価する標準的な手法を提

示することを目的として定めたものである（解説１－１）。 

本基準は原子炉施設を対象としているが、基本的な考え方及び評価手法は他

の原子力施設の安全審査においても参考となり得る。ただし、判断基準となる

数値及び評価に使用するパラメータについては、各施設の特徴（例えば、航空

機の落下によって影響を受ける施設の範囲など）を勘案し、個別に定める必要

がある（解説１－２）。 

なお、設置許可申請者による航空機落下評価が本基準に示す標準的な手法に

よらない場合であっても、使用した方法やデータに妥当性が認められる場合に

は、これを排除するものではない。また、本基準に示す評価手法については、

今後の新たな知見と経験の蓄積により、必要に応じ見直しを行うものとする。 

 

2. 基本方針 

航空機落下に対する原子炉施設の安全性を審査するに当たっては、指針３第

１項の「安全機能を有する構築物、系統及び機器は、想定される外部人為事象

によって、原子炉施設の安全性を損なわない設計であること」という要求事項

を満足することを確認することが必要となる。この要求を満足するためには、 

 ① 原子炉施設への航空機落下を「想定される外部人為事象」として設計上

考慮すべきか否かを判断する、 

その結果、航空機落下が「想定される外部人為事象」であると判断された場

合には、 

 ② その発生を仮定し、必要に応じて設備の分離配置設計や防護設計を講じ

る等により、安全機能を有する構築物、系統及び機器がその機能を維持す

ることを確認する、 
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というプロセスが必要になる。ただし、①を省略し、②を実施することも妨

げるものではない。 

本基準では、航空機落下を上記①の「想定される外部人為事象」として考慮

すべきか否かについて、原子炉施設へ航空機が落下するという事象の発生確率

を用いて判断することとし、その判断基準となる数値を示すとともに、当該確

率評価に用いる標準的な手法を示す。 

なお、原子炉施設への航空機落下は、その発生原因が地震、津波等の自然現

象ではなく、航空機を飛行させるという人の行為に係わることから、当該行為

を規制する航空法やその他の特徴を勘案しつつ評価を行う（解説２）。 

 

3. 原子炉施設への航空機落下確率に関する判断基準 

航空機落下を「想定される外部人為事象」として設計上考慮するか否かを判

断するための具体的な基準は、以下のとおりとする（解説３－１、３－２）。 

① ４．に示す標準的な評価方法に基づき、原子炉施設へ航空機が落下する

確率を評価し、それら評価結果の総和が 10-7（回／炉・年）を超えないこ

と 

② ①を満足しない場合には、当該原子炉施設の立地点における状況を現実

的に考慮した評価を行い、その妥当性を確認した上で、当該原子炉施設への

航空機落下の発生確率の総和が 10-7（回／炉・年）を超えないこと 

 

なお、上記①を満足しない場合としては、４．の（１）～（３）に関する個

別の評価結果のいずれかが 10-7（回／炉・年）を超える場合と、それぞれが

10-7（回／炉・年）以下であっても総和が 10-7（回／炉・年）を超える場合

とがある。前者については 10-7（回／炉・年）を超える項目を、また、後者

については少なくとも１つの項目を対象に、現実的な評価を行うことにより、

上記②を満足することが確認できれば上記基準に適合するものと判断するこ

ととし、全ての項目について現実的な評価を行う必要はない。 

 

4. 原子炉施設への航空機落下確率の評価手法 

本基準で評価対象とする航空機は、固定翼機（ジェット旅客機等）と回転翼

機（ヘリコプター）とする（解説４－１）。 

これらを対象に、原子炉施設への航空機落下についてその発生確率を評価す

るに当たっては、以下に示すような原子炉施設の周辺環境を考慮する必要があ

る。 

 原子炉施設周辺における計器飛行方式で飛行する民間航空機の飛行場の
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有無 

 原子炉施設上空における航空路の有無 

 原子炉施設周辺における自衛隊機又は在日米軍機（以下、「米軍機」とい

う。）の基地の有無 

 原子炉施設及びその周辺上空における自衛隊機又は米軍機の訓練・試験

空域（以下、「訓練空域」という。）の有無 

 原子炉施設上空における自衛隊機又は米軍機の基地－訓練空域間往復経

路の有無 

 

 こうした周辺環境及びこれまでの事故実績を踏まえ、以下のように航空機の

落下事故を分類して、原子炉施設への航空機落下の発生確率評価を行うものと

する。 

１）計器飛行方式民間航空機の落下事故 

①飛行場での離着陸時における落下事故 

②航空路を巡航中の落下事故 

２）有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

３）自衛隊機又は米軍機の落下事故 

①訓練空域内を訓練中及び訓練空域周辺を飛行中の落下事故 

②基地－訓練空域間を往復時の落下事故 

ただし、離着陸時において基地外に落下した事故は②に含むものとするが、自

衛隊機又は米軍機の基地内での事故は、当該航空機が原子炉施設に到達する可

能性はないと考えられるため対象外とする。 

 

 以下では、上記分類ごとに標準的な評価手法を示す。当該評価手法は、国内

において現実に存在する航空機の飛行状況や事故事例等の実績データを使用

することを前提としたものである。したがって、評価を行うに当たっては、上

記分類に含まれていない航空機の飛行状況や事故の発生を含めて、最新のデー

タを適切に考慮した評価を行う必要がある。 

 

（１）計器飛行方式民間航空機の落下事故 

１）飛行場での離着陸時における落下事故 

原子炉施設周辺の飛行場における離着陸時の航空機が原子炉施設へ落下

する確率の評価は、以下の２段階に分けて行うものとする。 

① 原子炉施設と飛行場との位置関係を確認し、以下の条件のいずれかを満

たした場合には、離着陸時の航空機落下の発生確率評価を行う必要はない
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ものとする。 

i) 飛行場からの最大離着陸地点（航空路誌（ＡＩＰ）に記載された離

着陸経路において着陸態勢に入る地点あるいは離陸態勢を終える地

点をいう。図１にその具体例を示す。）までの直線距離を半径とする

範囲内に原子炉施設が存在しない場合 

ii) 最大離着陸地点までの直線距離を半径とする範囲内に原子炉施設が

存在する場合であっても、飛行場の滑走路端から滑走路方向に対し

て±60°の扇型区域（図２）から外れる場合 

② 上記①の条件をいずれも満たさない場合は、当該飛行場における航空機

の年間離着陸回数等を考慮し、以下の方法を用いて、原子炉施設への航空

機落下の発生確率を評価する（解説４－２(1)）。 

 

 （評価方法） 

原子炉施設周辺の飛行場において離着陸時の航空機が原子炉施設へ落

下する確率は、以下の式によって評価する。 

   ),(,,,, θΦ radadadad ANfP   

Pd,a：対象施設への離着陸時の航空機落下確率（回／年） 

Nd,a：当該飛行場での対象航空機の年間離着陸回数（離着陸回／年） 

A：原子炉施設の標的面積（落下時に原子炉施設が影響を受ける建物

の面積）（km2） 

Φd,a (r,θ)：離着陸時の事故における落下地点確率分布関数 

（／km2） 

fd,a＝Dd,a／Ed,a：対象航空機の国内での離着陸時事故率（回／離着

陸回） 

    Dd,a：国内での離着陸時事故件数（回） 

    Ed,a：国内での離着陸回数（離着陸回） 

 

 ここで対象とする航空機、事故の種類、「離着陸時」の定義、事故件数

（Dd,a）及び運航実績（離着陸回数 Ed,a）の集計期間並びに原子炉施設の

標的面積(A)に関する考え方については、解説４－３に示す。 

 また、離着陸時の事故における落下地点確率分布関数（Φd,a(r,θ)）は、

滑走路端から距離 r、滑走路中心線（滑走路飛行方向）から角度θの関数

として、離陸時及び着陸時の航空機事故により航空機がどこに落下する

かを単位面積当たりの数値で表した確率分布である。この確率分布は、
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過去の事故事例での落下位置を基に推定すべきであるが、事故事例が少

ない場合は、滑走路端から最大離着陸地点までの直線距離（r0）内の円内

で滑走路方向両側に対し±60°以内の扇型（Ad,a）に一様な分布、あるい

は、周方向で正規分布を仮定し、いずれか厳しい方を用いる。 

 

（一様分布） 
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      x：滑走路軸上から原子炉施設までの距離（周方向） 

      rP：滑走路端から原子炉施設までの距離（径方向） 

 

 なお、評価対象となる飛行場が複数存在する場合には、各々の飛行場

に対して上記評価を行い、その結果として得られる落下確率の総和をと

るものとする。 

 

 ２）航空路を巡航中の落下事故 

航空法第３７条に基づく「航空路の指定に関する告示」によりその位置

及び範囲が指定されている航空路、航空路誌（ＡＩＰ）に掲載された直行

経路と転移経路、最大離着陸地点以遠の離着陸経路、広域航法（ＲＮＡＶ）
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経路等（以下、これらを総称して、単に「航空路」という。）が、原子炉

施設の上空に存在する場合については、航空路を巡航する航空機が原子炉

施設へ落下する確率を評価する。 

 

（評価方法） 

原子炉施設の上空に航空路が設定されている場合、以下の式を用いて、

巡航中の航空機の原子炉施設への落下確率を評価する。 

 

    
W

ANf
P cc

c


  

Pc：対象施設への巡航中の航空機落下確率（回／年） 

Nc：評価対象とする航空路等の年間飛行回数（飛行回／年） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 

W：航空路幅（km） 

fc＝Gc／Hc： 

単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率（回／(飛行回･km)） 

Gc：巡航中事故件数（回） 

Hc：延べ飛行距離（飛行回･km） 

 

 ここで対象とする航空機、事故の種類、「巡航中」の定義、事故件数（Gc）

及び運航実績（延べ飛行距離 Hc）の集計期間、航空路幅(W)並びに原子炉

施設の標的面積(A)に関する考え方については、解説４－３に示す。 

 なお、上記１）と同様、評価対象となる航空路が複数存在する場合、

各々の航空路に対する評価を行い落下確率の総和をとるものとする。 

 

（２）有視界飛行方式民間航空機の落下事故 

有視界飛行方式により飛行する民間の航空機のほとんどが不定期便で

あり、これらについては特定の飛行ルートが存在せず、また、飛行の頻度

も一定でないことから、これらの航空機が陸上に落下する確率を全国平均

値として用い、原子炉施設への落下確率を評価するものとする。なお、有

視界飛行方式により飛行する航空機の事故のほとんどは軽飛行機等の小

型機であるが、当該評価においては、これら小型機では、機体重量、飛行

速度、落下時の衝撃力（荷重）、衝突時の衝突面積が大型機に比べて小さ

いこと、一般に格納容器や原子炉建屋が堅固な構築物であること等から原

子炉施設に落下した場合においてもその影響を及ぼす原子炉施設の範囲
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が大型機の落下に比べて著しく小さくなることを考慮する。 

具体的な評価手法を以下に示す。ただし、原子炉施設周辺において有視

界飛行中の航空機が落下した実績がある場合や、訓練飛行の回数が明らか

に他の地域より著しく多いと考えられる訓練空域が原子炉施設周辺に存

在する場合は、こうした実際の状況を考慮して、原子炉施設への航空機落

下の確率を評価する。 

 

  （評価方法） 

 以下の式に基づき、有視界飛行方式により飛行する民間航空機が原子炉

施設に落下する確率を評価する（解説４－２(2)）。なお、対象航空機とし

ては、不定期便の大型固定翼機、軽飛行機等の小型固定翼機及び回転翼機

とし、それぞれの事故事例を集計して落下確率の評価を行う。 

 )(  A
S

f
P

v

v
v  

Pv：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fv：単位年当たりの落下事故率（回／年） 

Sv：全国土面積（km2）＝３７万 km2 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 

：対象航空機の種類による係数 

 

 ここで対象とする事故の種類と集計期間、原子炉施設の標的面積及び対

象航空機の種類による係数についての説明と典型例を解説４－４に示す。 

 

（３）自衛隊機又は米軍機の落下事故 

自衛隊機又は米軍機の落下確率評価は、以下の手法を用いて個別に行う

ものとする。 

１）訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の落下事故 

 訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中（基地と訓練空域との間の

往復中を除く。）の自衛隊機又は米軍機については、以下の手法を用いて、

これらの自衛隊機又は米軍機が原子炉施設に落下する確率を評価する。訓

練空域内での訓練中の落下事故の評価においては、原則として原子炉施設

及びその周辺上空の訓練空域からの自衛隊機又は米軍機の落下を原子炉

施設の立地点ごとに評価する必要があるが、現時点ではこのような飛行形

態で原子炉施設周辺に自衛隊機あるいは米軍機が落下した事例がないこ
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とに鑑み、自衛隊機又は米軍機が陸上に落下する確率の全国平均値を用い

るものとする（解説４－２(3)）。ただし、今後、原子炉施設の上空あるい

はその周辺の訓練空域で訓練中の自衛隊機又は米軍機が落下した場合や、

原子炉施設周辺に存在する訓練空域での訓練飛行の回数が明らかに他の

地域より著しく多くなったと判断される場合は、こうした実際の状況を考

慮して原子炉施設への航空機落下の確率を評価する。なお、以下の評価で

対象とする航空機の種類や入力パラメータ（事故率、訓練空域の面積及び

原子炉施設の標的面積）については、解説４－５にその定義や典型例を示

す。 

 

（評価方法） 

①原子炉施設上空に訓練空域が存在する場合 

原子炉施設上空に訓練空域が存在する場合、以下の式により原子炉施

設上空に設定された訓練空域内を飛行中の自衛隊機又は米軍機が、原子

炉施設に落下する確率を評価する。 

 A

i

si
si

S

f
P  )(  

Psi：訓練空域内での対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fsi＝単位年当たりの訓練空域内落下事故率（回／年） 

Si：全国の陸上の訓練空域の面積（km2） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 

 

②原子炉施設上空に訓練空域が存在しない場合 

原子炉施設上空に訓練空域が存在しない場合、以下の式により、訓練

空域外を飛行中の自衛隊機又は米軍機が、原子炉施設へ落下する確率を

評価する。 

 A

o

so

so
S

f
P  )(  

Pso：訓練空域外での対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fso：単位年当たりの訓練空域外落下事故率（回／年） 

So：全国土面積から全国の陸上の訓練空域の面積を除いた面積 

    （km2） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 



 

 基準－8 

 

  ２）基地－訓練空域間往復時の落下事故 

基地と訓練空域との往復範囲に原子炉施設が存在する場合については、

基地、訓練空域及び原子炉施設の位置関係並びに基地と訓練空域との間の

飛行頻度及び飛行経路を考慮して原子炉施設への航空機落下の確率を評

価する。なお、基地と訓練空域間には、回廊又は移動経路が設定されてい

るほか、往復時の飛行範囲として想定される区域（以下、「想定飛行範囲」

という。）があり（解説４－６）、このいずれかのルートに従って自衛隊機

又は米軍機が往復することが考えられる。それぞれのルートに対する具体

的な評価手法を以下に示す。 

 

（評価方法） 

   ①回廊中に原子炉施設が存在する場合 

回廊中に原子炉施設が存在する場合は、以下の式に基づき原子炉施設

への航空機落下確率の評価を行う。 

  A
S

f
P

co

co
co  )(  

Pco：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fcoo：回廊中の落下事故率（回／年） 

Sco：回廊の面積（km2） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 

 

   ②移動経路近傍に原子炉施設が存在する場合 

基地と訓練空域との間に移動経路が設定されており、その近傍に原子

炉施設が存在する場合、以下の式に基づき原子炉施設への航空機落下確

率の評価を行う。 

 trtrtr xFANtrfP )(  

Ptr：対象施設への航空機落下確率（回／年）   

ftr：当該移動経路を巡航中の落下事故率（回／(飛行回･km)） 

Ntr：当該移動経路の年間飛行数（飛行回／年） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 

F(x) tr：事故点分布関数（km-1）＝ )625.0exp(
2

625.0
x  
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（Solomon の式：Analysis of Ground Hazards Due to Aircrafts and 

Missiles By Kenneth Alvin Solomon, Ph.D.   (March/April 1976)） 

x：移動経路から発電所までの距離 

0.625：過去の事故事例から軍用機の事故に対する係数として

Solomon が提唱した値（km-1） 

 

   ③想定飛行範囲内に原子炉施設が存在する場合 

  基地と訓練空域との間の想定飛行範囲内に原子炉施設が存在する場

合、以下の式に基づき原子炉施設への航空機落下確率の評価を行う。 

 A
S

f
P

se

se
se  )(  

Pse：対象施設への航空機落下確率（回／年） 

fse：基地と訓練空域間を往復中の落下事故率（回／年） 

Sse：想定飛行範囲の面積（km2） 

A：原子炉施設の標的面積（km2） 
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 基準－11 

 



 

 基準－12 

 

図２ 最大離着陸地点までの距離内で飛行場の滑走路端 

から滑走路方向に対して±６０°以内の扇型区域 

滑走路 

60° 

60°

° 



 

解説－1 

解説 

 

 本基準を適用するにあたって注意を必要とするか、あるいは、基準自体の意義、

解釈をより明確にしておく必要があると考えられる事項について、各章に対応して、

その解説を掲載することとした。なお、ここに解説として取り上げた項目は以下の

とおりである。 

 

解説１－１ 本基準の位置づけ（第１章） 

解説１－２ 他の原子力施設への本基準適用上の注意（第１章） 

解説２  原子炉施設上空における航空規制等の現状（第２章） 

解説３－１ 諸外国における航空機落下に関する基準（第３章） 

解説３－２  諸外国の航空機落下に関する判断基準に対する本基準の保守性 

       （第３章） 

解説４－１ 評価対象航空機と事故の分類（第４章） 

解説４－２  評価手法の保守性（第４章） 

解説４－３  離着陸時及び巡航中の計器飛行方式民間航空機の原子炉施設への落

下確率評価における入力パラメータ等に関する考え方（第４章） 

解説４－４ 有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下確率評価における入力

パラメータ等の考え方（第４章） 

解説４－５ 訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の自衛隊機あるいは米

軍機の落下確率評価における対象航空機及び入力パラメータに関す

る考え方（第４章） 

解説４－６ 基地と訓練空域間往復経路（第４章） 

 

 

 

解説１－１ 本基準の位置づけ（第１章） 

 

 原子力安全委員会の定めた「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指

針」の「指針３．外部人為事象に対する設計上の考慮」第１項では、「安全機能を

有する構築物、系統及び機器は、想定される外部人為事象によって、原子炉施設

の安全性を損なうことのない設計であること」としており、外部人為事象の１つ

として航空機落下を取り上げている。 

 この指針への適合性を確認するためには、原子炉の設置許可（変更許可を含

む。）に係る安全審査において、原子炉施設への航空機の落下を「想定される外部

人為事象」として設計上考慮する必要があるか否かを判断することが必要となる。

そこで、本基準では、原子炉施設への航空機落下の発生確率に関して、判断のめ



 

解説－2 

やすとなる基準値を定めるとともに、当該発生確率を評価するための具体的な手

法を示す。 

 なお、本基準における「原子炉施設への航空機落下確率」は、「１年当たりに原

子炉施設へ航空機が落下する可能性」を指しており、したがって、「回／炉・年」

という次元で表現することとしている。 

 

 

解説１－２ 他の原子力施設への本基準適用上の注意（第１章） 

 

 本基準は、実用発電用原子炉施設を対象としているが、航空機落下確率評価を

行うに当たっての基本的考え方及び評価手法は、他の原子力施設にも適用可能で

ある。ただし、判断基準となる数値及び使用するパラメータの一部（例えば、標

的面積）については、各施設タイプごとにその特徴を踏まえて個別に設定する必

要がある。 

 具体的には、再処理施設や核燃料加工施設と原子炉施設とでは、安全上重要な

構築物、系統及び機器に関する考え方、取り扱う核燃料物質の形態及び量、その

利用・管理の方法等に相違があることから、施設への航空機落下に伴う放射線影

響も著しく異なるものと考えられる。したがって、原子炉以外の施設では、こう

した点を考慮して、判断基準値を定めることが望ましい。 

 また、原子炉以外の施設では、安全性を確保する観点から保護すべき対象が各

部に分散配置されている施設もある。したがって、評価手法のパラメータの１つ

である標的面積については、航空機落下に対して安全上重要な構築物、系統及び

機器の設置状況を考慮し、航空機落下に対してクリティカルとなる建屋や設備を

特定して設定することが必要となる。 

 なお、本基準は実用発電用原子炉施設の安全設計に対する基準として定めたも

のであるが、再処理施設等については、立地条件として必要な場合には航空機落

下の考慮を要することになっていることから、判断基準値の設定に当たってはこ

うした相違点を考慮する必要がある。 

 

 

解説２ 原子炉施設上空における航空規制等の現状（第２章） 

 

原子力施設付近の上空の飛行については、できる限りこれを避けるよう、国土交

通省及び防衛省から運航者に指導等がなされているとともに、航空法第８１条た

だし書きに規定する最低安全高度*以下の飛行についての許可は行われないことと

なっている。また、航空法第７３条の２に基づき、「機長は出発前に航空情報を確

認しなければならない」こととなっている。当該航空情報は航空路誌（ＡＩＰ）

に記載されるが、この航空路誌には、原子力施設の場所及びその概要が含まれて
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おり、原子力施設付近上空の飛行をできる限り避けるよう周知徹底が図られてい

る。さらに、航空法第７５条に基づき、「機長は地上又は水上の人又は物件に対す

る危難の防止に必要な手段を尽くさなければならない」こととなっている。一方、

原子炉施設には灯火が設置され、視認性の向上が図られている。 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

*最低安全高度：航空法第８１条及び航空法施行規則第１７４条において、以下のよ

うに定められている。 

有視界飛行方式により飛行する航空機にあっては、飛行中動力装置のみが停止した

場合に地上又は水上の人又は物件に危険を及ぼすことなく着陸できる高度及び次の

高度のうち何れか高いものとされている。 

① 人又は家屋の密集している地域の上空にあっては、当該航空機を中心として水平

距離６００メートルの範囲内の最も高い障害物の上端から３００メートルの高度 

② 人又は家屋のない地域及び広い水面の上空にあっては、地上又は水上の人又は物

件から１５０メートル以上の距離を保って飛行することのできる高度 

③ ①及び②に規定する地域以外の地域の上空にあっては、地表面又は水面から１

５０メートル以上の高度 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

 

解説３－１ 諸外国における航空機落下に関する基準（第３章） 

 

 原子炉施設への航空機落下については、米国や欧州の主要国において基準が設

定されているが、それぞれの国における考え方は異なっている。ここでは、米国、

フランス、ドイツ及びイギリスにおける基準の概要をまとめる。 
 

(1) 米国（Standard Review Plan; NUREG-0800） 

 米国では、航空機落下を立地基準（10 CFR Part 100）の１つとして設定してい

る。具体的には、以下のような基準を設けている。 

① 「放射線影響が公衆の被ばく線量に関するガイドラインの判断基準値を超え

る原子炉施設への航空機落下事故」の発生確率が 10-7／炉・年以下となること 

② 上記①を満足しない場合、あるいは、十分危険な軍事活動が特定された場合

には、航空機落下に関する詳細な検討を行うこと（即ち、詳細なハザード評価を

行うとともに、航空機落下事故をプラントの設計で考慮すること） 

を要求している。  
 

(2) フランス（Basic Safety Rules No.1.2.a; SIN No. Z/3253/80） 

 フランスでは、基本安全原則 1.2.a において、以下のような基準が設定されてい

る。 

① 一般小型機、軍用機、商業用航空機を対象とし、航空機のタイプ別に、安全



 

解説－4 

機能（原子炉停止及び残留熱除去、使用済燃料貯蔵、廃棄物処理）に対する落下

確率評価を行い、各安全機能ごとにサイト境界で容認できない量の放射性物質が

放出される確率が 10-6／炉・年以下となること（なお、類似の事故による確率

の増分を考慮し、各ハザードごとに各安全機能に対する最大発生確率を約 10-7

／炉・年と設定している） 

② 統計解析の結果に基づくと、標準プラントの構築物設計に対して考慮すべき

リスクは、一般小型機によるものだけとなることから、２つのタイプの小型機

（セスナ 210：重量 1.5 トン、リアジェット 23：同 5.7 トン）による衝突を考

慮すること 

 ただし、上記①の確率は、「原子炉施設に航空機が衝突して、安全機能が喪失し、

さらに、容認できない放射性物質の放出が起こる」という事象の発生確率であり、

実際には、特に、軍用機に対しては、原子炉施設への航空機の衝突確率が 10-7／

炉・年を超えないよう立地選定を行っている。 
 

(3) ドイツ（Beschreibung der Gegenwaertigen Praxis zu den Sicherheitskrirerien 

fuer Kernkraftwerke: Institut fuer Reacktorsichelheit, RSK Safety Codes and 

Guides 19.1） 

 ドイツでは、原子力発電所の立地に対して、以下のような基準が設定されてい

る。 

① 原子力発電所は、30 トン以上の航空機が離着陸することのできる飛行場（空

港）から尐なくとも 10km 離れたところに立地しなければならない。 

② 航空機航行地図上の「controlled」区域あるいは「terminal」区域内での立地は

避けなければならない。 

③ “ER-R”（制限）、“ER-D”（危険）、“ER-P”（禁止）というマークの付いた区域

上空は、軍用機に対する防護帯であり、当該区域内での立地は避けなければなら

ない。 

 さらに、連邦政府による立地基準では、上記の制限条件を考慮して、サイトを

３つのカテゴリ（カテゴリⅠは理想的なサイト、カテゴリⅡは新規立地に対して

防護対策が要求されるサイト、カテゴリⅢは許認可を受けるのが極めて困難なサ

イト）に分け、各カテゴリに対する立地要件を定めている。 

 一方、安全基準では、RF-4 ファントムの原子炉建家への衝突を想定して防護設

計を図るよう要求している。 
 

(4) イギリス（Safety Assessment Principles for Nuclear Plants） 

イギリスでは、原子力発電所の安全評価原則において、以下のような要求がなさ

れている。 

① 大規模放出を伴う可能性のある事故の全発生頻度は、以下の値を下回るもの

とする。 

 ・基本安全限度：10-5／年 
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 ・基本安全目標：10-7／年 

② 全てのハザードに対し、ある事象の発生頻度が 1000 万年に１回を下回るこ

とが実証できない場合には設計基準解析の原則及び PSA の原則が満足されてい

ることを示すものとし、また、ハザード源が十分離れている場合にはプラントへ

の影響を及ぼさないことを示すこととする。 

また、原子力発電所の設計安全基準において、以下の要求がある。 

① 環境中への制御できない大規模な放射能の放出をもたらすような単一の事故

の発生確率は 10-7／炉・年未満でなければならない。 

② 制御できない放出をもたらす全事故の発生確率は 10-6／炉・年未満でなければ

ならない。 

一方、PWR の設計ガイドラインでは、以下のような要求を課しているが、実際

には、防護設計が適用された原子炉施設はない。 

・ 原子力発電所が最も近くの飛行場あるいは軍用低空飛行区域から尐なくとも

10km の位置に立地していること 

・ 原子力発電所が最も近くの飛行場あるいは軍用低空飛行区域から 10km より

も近い位置に立地している場合には、物理的防護、分離あるいは適切な手段

により航空機落下に耐えるプラント設計の必要性を考慮すること 

 

 

解説３－２ 諸外国の航空機落下に関する判断基準に対する本基準の保守性 

      （第３章） 

 

解説３－１で示した諸外国における航空機落下事故の基準では、「原子炉施設へ

の航空機の落下により放射性物質の大規模放出をもたらす事象の発生確率が 10-7

（回／炉・年）より小さければ、航空機落下に対する設計上の考慮を必要としな

い」とされているのに対し、本基準においては、原子炉施設への航空機落下の発生

確率を「想定される外部人為事象」として設計上考慮するか否かを判断するための

判断基準値として 10-7（回／炉・年）を設定している。 

 

 

解説４－１ 評価対象航空機（第４章） 

 

 本基準では、原則として、固定翼機と回転翼機を評価対象としているが、評価に

あたっては、それぞれの特徴や現時点での運航状況、過去の事故実績等を考慮し、

以下の観点で評価上の取扱を整理する必要がある。表１に、その具体例を航空機の

種類とともに示す。 

(1)  固定翼機、回転翼機とも、最大離陸重量が 5,700kg を超える「大型機」とそ

れ以下の「小型機」とに分類する。 
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(2)  現在の航空機の運航状況を踏まえて、定期航空運送事業者所有の商業用航空

機及び個人所有の一般航空機（これらを総称して「民間航空機」という。）、自

衛隊所有の航空機（「自衛隊機」という。）及び在日米軍所有の航空機（「米軍

機」という。）に分類する。 

(3)  「民間航空機」は、その飛行形態に応じて、「計器飛行方式」と「有視界飛行

方式」とに分け、さらに、運航状況を踏まえて「定期便」と「不定期便」に分

類する。 

表１に示すように、民間航空機については、旅客機など大型固定翼機で計器飛

行方式の定期便、パトロール機など大型固定翼機で有視界飛行方式の不定期便並

びに小型固定翼機及び回転翼機で有視界飛行方式の不定期便は評価対象とするが、

小型固定翼機及び回転翼機の定期便については、定期航空運送事業者の登録機数

の割合から運航頻度が大型固定翼機の定期便の数％であると判断できることから

評価対象外とする。また、計器飛行方式で飛行する大型固定翼機の不定期便は、

定期便と比べて運航回数が極めて尐ないことから評価対象外とする。なお、小型

固定翼機及び回転翼機の不定期便では、リクエストベースで計器飛行方式による

飛行が可能となっているが、原則として有視界飛行方式による飛行形態をとって

いることから、有視界飛行方式民間航空機の落下事故に含めて評価するものとす

る。 

一方、「自衛隊機」と「米軍機」については、現時点での運航状況や過去の事

故実績を踏まえて、大型固定翼機、小型固定翼機、大型回転翼機及び小型回転翼

機の４種類とも評価対象とする。 
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表１ 評価対象航空機の取扱と種類 

 

 民間航空機  

自衛隊機、在日米軍機 計器飛行方式 有視界飛行方式 

固
定
翼
（
ジ
ェ
ッ
ト
旅
客
機
等
） 

 

 

 

大

型

機 

 

定期便：評価対象 

（例） 

大型旅客機（B747、 

B777 等） 

定期便：該当なし 
 

評価対象 

 

自衛隊機（F-4EJ 改、

F-15 等） 

在日米軍機（F-16、

F/A-18 等） 
不定期便：評価対象外
(注 1) 
 

不定期便：評価対象 

（例） 

海上保安庁のパトロール

機（ﾋﾞｰﾁｸﾗﾌﾄ 90 型等） 

民間の社有機（三菱式

MU-300 型等）等 

 

小

型

機 

定期便：評価対象外(注 2) 

 

定期便：評価対象外(注 2) 

 

評価対象 

 

自衛隊機（T-1 等） 

 
不定期便：評価対象(注 3) 不定期便：評価対象 

（例） 

本土－離島間コミュータ

（DHC-6、BN-2 等） 

軽飛行機（セスナ 172

等） 

回
転
翼
（
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
） 

 

大

型

機 

 

定期便：評価対象外(注 2) 

 

定期便：評価対象外(注 2) 

 

評価対象 

 

自衛隊機（MH-53 等） 

在日米軍機（CH-53

等） 

不定期便：評価対象(注 3) 不定期便：評価対象 

（例） 

資材輸送（ﾍﾞﾙ 214B、

AS332 等）等 

 
 

小

型

機 

 

定期便：評価対象外(注 2) 定期便：評価対象外(注 2) 評価対象 

 

自衛隊機（OH-6 等） 

 

在日米軍機（UH-1

等） 

不定期便：評価対象(注 3) 不定期便：評価対象 

（例） 

離島間コミュータ

（SA365 等） 

資材輸送、緊急医療、報

道用等（ｱ ｴ ﾛ ｽ ﾊ ﾟ ｼ ｱ ﾙ

AS350､川崎 BK117） 

（注1） 計器飛行方式で飛行する大型固定翼機の不定期便は、定期便と比べて運航回数が極

めて少ないことから、評価対象外とする。 

（注2） 小型固定翼機及び回転翼機の定期便については、定期航空運送事業者の登録機数の

割合から、運航頻度が大型機の定期便の数％であると判断できることから評価対象

外とする。 

（注3） 小型固定翼機及び回転翼機では、リクエストベースで計器飛行方式による飛行が可

能となっているが、原則としては、有視界飛行方式による飛行形態を取っているこ

とから、本基準では、全て有視界飛行方式として評価することとする。 
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解説４－２ 評価手法の保守性（第４章） 

 

(1) 計器飛行方式民間航空機の飛行場での離着陸時における落下事故 

 原子力施設付近の上空の飛行はできる限り避けるよう指導等がなされているた

め、離着陸時においても原子力施設付近における飛行は極めて尐なくなるものと

考えられるが、当該原子炉施設に係る離着陸時の落下確率として、この指導等に

よる効果を考慮せずに、国内の飛行場における離着陸時の事故率及び当該飛行場

の離着陸回数から求めることとしている。 

 さらに、評価に用いる落下地点の確率分布は、評価対象区域の扇型内一様分布

及び周方向に正規分布を仮定し、いずれか厳しい方を用いるとしている。 

 

(2) 有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下事故 

 有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下確率評価における評価式は、有視

界飛行が全国的に均一して行われているものと仮定し全国平均値を求めることと

している。しかしながら、一般に、こうした有視界飛行については、原子力施設

付近の上空をできるだけ飛行しないよう指導されていること、原子力関係施設の

上空については、航空法第８１条に基づく最低安全高度以下の高度での飛行に係

る国土交通大臣の許可が与えられないこととなっていること、及び民間航空機の

訓練空域が原子炉施設の上空に存在する場合には自衛隊の訓練空域と同様な飛行

規制が取られていることから、有視界飛行中の民間航空機が原子炉施設に落下す

る可能性は他の地域に比べて十分低いと考えられる。さらに、原子炉施設設置者

は、原子炉施設上空からの視認性を向上させるために、自主的に灯火を設置して

いる。したがって、こうした実態を考慮すると、有視界飛行中の民間航空機の落

下確率について、全国平均値を評価に用いることには十分な保守性があると言え

る。 

 

(3) 自衛隊機又は米軍機の落下事故 

 訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の自衛隊機又は米軍機の落下確

率評価式は、いずれも、訓練空域が全国的に均一して分布していると仮定し全

国平均値で評価を行うというものである。しかし、自衛隊機の訓練空域が原子

炉施設の上空に存在する場合には飛行規制が取られていること（当該空域にお

ける訓練飛行中は通常の飛行時に比べ機器の操作頻度が多いことに鑑み、従来

から国土交通省により原子炉施設から半径 2 海里以内、高度 2,000ft 以下（半径

約 3.6 km 以内、高度約 600m 以下）の範囲が訓練空域から除外されている。）、

米軍機についても原子炉施設上空の飛行規制に係る協力要請を行っており周知

徹底を行う旨回答を得ていること、及びこれまでの事故の実績を考慮すると、

訓練空域内で訓練中あるいは訓練空域外を飛行中の自衛隊機又は米軍機が原子
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炉施設に落下する確率として全国平均値を用いることには保守性があると言え

る。 

 なお、海上に設定された訓練空域内外への落下事故については、機長に対し

て異常発生時における万一の落下を考慮して海上への回避操作を行うように指

導されていることから評価対象外とする。 

 

 これらの保守性を担保するために、今後も原子炉施設上空の飛行規制が継続

されるよう引き続き国土交通省等に対して要請することとしている。 
 

 

解説４－３ 離着陸時及び巡航中の計器飛行方式民間航空機の原子炉施設への落下

確率評価における入力パラメータ等に関する考え方（第４章） 

 

(1)  対象航空機 

本項目の評価の対象とする航空機としては、①当該原子炉施設の上空に設定さ

れている航空路を計器飛行方式により飛行する可能性のある、又は②評価対象の

飛行場を離着陸する可能性のある我が国で運航している国内機（国際線、国内

線）及び外国航空会社が我が国に乗り入れている外国機（国際線）で最大離陸重

量が 5,700kg を超える「大型機」とする。なお、最大離陸重量が 5,700kg 以下

の「小型機」については、定期航空運送事業者の登録機数の割合から見て運航頻

度が大型機の数％とわずかであるため対象外とする。 
 

(2)  事故率（fa,d、fc） 

 ①対象航空機事故 

本項目の評価対象とする航空機事故は、国際民間航空機関(ICAO)の定めた「航

空機事故技術調査マニュアル」に従って分類された航空機の損傷が「大破」、「中

破」、「小破」及び「損傷なし」のうち、航空機が制御不可能になるおそれのある

「大破」とする。また、事故発生時の運航形態については、「航空機事故技術調

査マニュアル」に従って分類された「離陸時」、「着陸時」、「巡航中」、「滑走中」

及び「地上」のうち「離陸時」、「着陸時」及び「巡航中」とする。 
 

②事故事例及び運航実績の集計期間 

本項目の評価に用いる事故事例（Da,d、Gc）及び運航実績（Ea,d、Hc）の集計

期間については、集計期間を長くとって、現在、運航されていない古い世代の航

空機を対象としても現実的ではなく、また、集計期間が短かすぎると統計量とし

て十分ではないと考えられるため、原則として最近の 20 年間とする。また、事

故事例や運航実績は国内のデータに限定するものとする。 
 

(3) 航空路 

①対象航空路 
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本項目の評価で対象とする航空路は、原子炉施設上空を飛行する可能性のあ

る航空路（航空法第３７条に基づき、国土交通大臣が「航空路の指定に関する

告示」によりその位置及び範囲を指定した航空路並びに航空路誌（ＡＩＰ）に

掲載された直行経路、転移経路、離着陸経路（最大離着陸地点以遠の経路）、

広域航法（ＲＮＡＶ）経路等をいう。）とする。 

なお、原子炉施設上空以外に設定されている航空路を飛行する航空機の原子

炉施設への落下については、その可能性が無視できるほど小さいと考えられる

ため評価対象外とする。 
 

②航空路の幅（W） 

航空法第３７条の規定に基づいて、国土交通大臣が「航空路の指定に関する

告示」によりその位置及び範囲を指定した航空路は、原則として地上の航空保

安無線施設を結んだ線の上空に設定されている。また、計器誤差や風による影

響等で航空路の中心線をはずれることを考慮して、航空路には原則として中心

線から両側に 7km 又は 9km の範囲の保護空域が設定されている。したがって、

「航空路の指定に関する告示」に定められた航空路については、告示に基づき

14km 又は 18km の幅とする。 

なお、直行経路、転移経路、離着陸経路（最大離着陸地点以遠の経路）等に

ついては経路毎に保護空域の幅が異なるため、上空に設定されたこれらの経路

の幅を調査し設定することとする。 

また、広域航法（ＲＮＡＶ）経路については、航法精度を航空路の幅とみな

して用いることとする。 
 

(4) 原子炉施設の標的面積（A） 

 原子炉施設への航空機落下に対する影響評価を行う場合において、航空機落下

事故時の安全性を確保する観点から重要なのは、大量の放射性物質を蓄えている

炉心や使用済燃料プールを保護すること、並びに、原子炉の安全停止（炉心冷却

も含む。）を確保することである。したがって、原子炉施設への航空機落下確率

評価では、これらを踏まえ、安全上重要な構築物、系統及び機器の設置状況、航

空機の大きさ、突入する角度、滑り込み等を勘案して標的面積を決める必要があ

る。本基準では、原則として 0.01km2 を用いるものとするが、巡航中の航空機

の落下に対しては上空からの落下を想定して対象建屋の水平断面積を、また、離

着陸時の航空機の落下に対しては突入角度を考慮して対象建屋の投影面積を評価

し、各々の結果が 0.01km2 を上回る場合には、その評価結果を用いるものとす

る。ただし、自衛隊機及び米軍機については、離着陸時の事故を往復中の事故に

含めていることから、これらは巡航中の航空機の落下として取り扱うこととする。 

 なお、0.01km2 という値は、フランスの基準やドイツの評価で用いられている

ものと同等である。 
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解説４－４ 有視界飛行方式で飛行する民間航空機の落下確率評価における入力パ

ラメータ等の考え方（第４章） 
 

(1) 対象航空機及び対象事故 

 これまでの実績に基づき、有視界飛行方式による航空機の事故は、航空機の種

類、飛行目的、飛行形態等から、以下のように分類することができる。 

① 不定期便大型固定翼機の離着陸時の事故 

② 不定期便大型固定翼機の巡航中の事故 

③ 軽飛行機など小型固定翼機の離着陸時の事故 

④ 軽飛行機など小型固定翼機の巡航中の事故 

⑤ 回転翼機の離着陸時の事故 

⑥ 回転翼機の巡航中の事故 

このうち、①、②、④及び⑥は原則として評価対象とするが、小型固定翼機

と回転翼機の離着陸時の事故（上記の③と⑤）については、ほとんどが飛行場内

又は飛行場付近に墜落しているという実績と、離陸から巡航及び巡航から着陸ま

での距離が短く原子炉施設が飛行場からある程度離れた場所に立地されているこ

とから、評価の対象から外しても問題はないと言える。 

有視界飛行方式では、離着陸経路や飛行経路が明確に定められていないこと

から、これらの航空機の落下確率は全国平均値として評価するものとする。また、

小型固定翼機や回転翼機の巡航中事故（上記④と⑥）の中には、不時着、農薬散

布、工事中や資材運搬中、ホバリング中の事故が数多く含まれているが、こうし

た飛行が原子炉施設上空やその近傍で行われることは考えにくく、したがって、

これらの事故については原子炉施設への落下の可能性が極めて低いと考えられる

ため評価対象外とする。なお、単位年当たりの事故率を算出するための事故事例

の集計期間は、原則として最近の 20 年間とする。 
 

(2) 原子炉施設の標的面積及び対象航空機の種類による係数 

 有視界飛行方式で飛行する民間航空機としては、不定期便の大型固定翼機、軽

飛行機などの小型固定翼機並びに大型及び小型の回転翼機を対象としており、機

体の重量や、飛行速度、落下時の衝撃力（荷重）、衝突時の標的面積（落下時に

原子炉施設が影響を受ける建物の面積）は、これら種類によって異なるものと考

えられるが、標的面積については、計器飛行方式民間航空機や自衛隊機又は米軍

機の場合と同様の考え方に基づいて決定するものとする（原則として 0.01km2

を用いる。）。 

 一方、軽飛行機などの小型固定翼機や小型回転翼機（小型機）については、表

２に示すように、戦闘機や旅客機に比べてその機体重量が軽く、飛行速度注）も

遅いため、落下時の衝撃力（荷重）も小さく、また、衝突時の衝突面積も小さく

なる。さらに、一般に原子炉建屋が堅固な構築物であること等を考慮すると、小
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型機が原子炉施設に落下した場合においても、その影響を及ぼす原子炉施設の範

囲が、戦闘機や旅客機の落下に対し著しく小さくなると言える。そこで、小型機

の落下確率評価では、こうした因子を考慮し、大型機の場合に対して１／１０と

いう係数を乗ずるものとする。 

 

注）小型機と戦闘機及び旅客機との間で飛行速度を比較するに当たり、小型機及び旅客

機については巡航速度及び想定重量を比較することにより、小型機の衝撃力（荷重）

が旅客機と比べて小さいことを示している。一方、戦闘機については滑空速度として

いるが、小型機より重量がある戦闘機について巡航速度より速度が遅い滑空速度を用

いることは、小型機の衝撃力（荷重）が戦闘機や旅客機と比べて小さいことを示す上

で、保守性があると言える。 

 

表２ 代表的な戦闘機、旅客機と小型機との機体重量、飛行速度の比較 

 

航空機 

タイプ 
代表機種 

想定重量 

(kg) 

飛行速度 

（水平方向(m/s)） 

戦闘機 
F-15C 20,244 130注１） 

F-16C 11,372 150注１） 

旅客機 B747-400 394,625 256注２） 

軽飛行機 ｾｽﾅ172型 1,089 56注２） 

小型回転翼機 AS350B 1,900 65注２） 

 

注１）滑空速度 

注２）巡航速度 
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解説４－５ 訓練空域内で訓練中及び訓練空域外を飛行中の自衛隊機あるいは米軍

機の落下確率評価における対象航空機及び入力パラメータに関する考

え方（第４章） 
 

(1) 対象航空機 

 本項目の評価で対象とする航空機は、自衛隊及び米軍機の大型及び小型の固

定翼機並びに大型及び小型の回転翼機とする。 
 

(2) 入力パラメータ 

 本項目の評価における入力パラメータとしては、単位年当たりの事故率、訓

練空域内外の面積及び原子炉施設の標的面積があるが、それらについての基本

的考え方を以下に記す。 

① 単位年当たりの事故率 

 単位年当たりの事故率を算出するにあたっては、原則として、最近の 20 年

間において国内で発生した事故事例を対象とする。その際、事故の種類として

は、自衛隊機の操縦士に対して「異常発生時には落下を考慮して海上（あるい

は山間部）への回避操作を行うよう」指導されていることを考慮し、陸上に落

下した事例だけを対象とする。ただし、基地内での事故は対象外とする。 
 

② 訓練空域内外の面積 

 自衛隊機用の訓練空域は、現在、陸地上空と海上に、それぞれ、27 カ所（面

積の総計：約 80,000km2）、62 カ所（同：約 590,000km2）設定されている。

また、米軍機用の訓練空域は、現在、陸地上空と海上に、それぞれ、8 カ所

（面積の総計：約 400 km2）、22 カ所（同：約 110,000 km2）設定されている。 

 上記①に述べたように、陸上に落下した事故事例のみを対象とすることから、

訓練空域内での落下事故は、当該空域の面積に相当する陸地（陸地上空に位置

する訓練区域面積の合計）で発生したものとし、また、訓練空域外での落下事

故は、訓練空域に相当する陸地面積を除く陸地（即ち、日本国土面積から訓練

区域面積を除いた面積）において発生したものとする。 

 なお、評価を行う際には、航空路誌（ＡＩＰ）等から得られる最新の面積を

用いる。 
 

③ 原子炉施設の標的面積 

 原子炉施設の標的面積は、計器飛行方式民間航空便の場合と同様の考え方に

基づいて決定するものとする（原則として 0.01km2 を用いる。）。 

 

 

解説４－６ 基地と訓練空域間往復経路（第４章） 
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 自衛隊機あるいは米軍機の基地と訓練空域との往復は、①回廊、②移動経路、

あるいは、③想定飛行範囲のいずれかのルートに沿って飛行することが考えられ

る。 

 回廊は、図１に示すように、基地と訓練空域との間のある区域において帯状に

設定されている。 

 また、移動経路は、図２に示すように、基地と訓練空域をその間に設定される

幾つかの中継点を介して結ぶ直線ルートである。このような経路は、平成 12 年 3

月 22 日と同年 7 月 4 日に相次いで女川発電所近傍に自衛隊機が墜落した事故を受

けて、こうした事故の再発を防止するために、原子炉施設上空を避けたルートと

して新たに設定されたもので、現時点では、女川発電所近傍に存在するのみであ

る。 

 一方、想定飛行範囲は、図３に示すように、基地と訓練空域境界とを結ぶ三角

形状の区域を指す。 
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訓練空域 

回廊 
●基地 ●プラント 

図１ 回廊中に原子炉施設が存在する場合 

● 基地 

● 
訓練空域 

●プラント 

● 

図２ 移動経路近傍に原子炉施設が存在する場合 

訓練空域 

想定飛行範囲 

●  基地 

●プラント 

図３ 想定飛行範囲内に原子炉施設が存在する場合 


